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L. 8241 条 Ⅰ.－① 会計監査役には, その犯す懲戒対象となるフォート
(２)
に
対し, L. 8242 条所定の制裁が課される｡
翻
訳






笹 川 敏 彦


















Ⅱ.－以下の者には, 次の違反に対して, L. 8243 条所定の制裁が課される：






に従事するその他一切の者, または2014年４月16日596/2014号 (UE) 規則第
３条第26項の意味において会計監査役と密接に関係している者；
２号 次の行為について, 公益事業団体, 当該団体の業務執行者, 取締役も
しくは業務監査役会の構成員：
a) 会計監査役により提供された役務に関し, L. 82211条, L. 822111 条
および L. 822112 条ならびに2014年４月16日537/2014号 (UE) 規則第５条
の規定の違反；
b) 会計監査役の選任に関し, L. 8231 条の規定の違反；
c) 委任の期間に関し, L. 82331 条および2014年４月16日537/2014号
(UE) 規則第17条の規定の違反；
d) L. 82318条および2014年４月16日537/2014号 (UE) 規則第４条所定の
報酬に関する規定の違反；





類の証明義務を負う者もしくは事業団体, 当該団体の業務執行者, 取締役, ま
たは業務執行役会もしくは業務監査役会の構成員, ならびに第１号所定の者；















78(946) 法と政治 70巻 3号 (2019年 11月)
(３) profession
(４) code de 	












































項第３号 aおよび b所定の額の２倍を超えない範囲内で, 言渡されることがで
きる｡
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(９) 
(10) confusion
a) L. 8241 条Ⅱ第１号および第３号所定の自然人については, ５万ユー
ロの金額；
b) L. 8241 条Ⅱ第２号および第４号所定の自然人については, 25万ユー
ロの金額；
c) L. 8241 条Ⅱ第１号, 第３号および第４号所定の法人については, 50
万ユーロの金額；
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(11) rapporteur 
(12) engagement
(13) cour des comptes
(14) chambre 	
des comptes
(15) procureur la cour d’appel 	


(16) 	des marches financiers
(17) 	de 	
prudentiel et de 		






































R. 8242 条 Ⅰ.－① 法律, 会計もしくは金融の分野においてまたは計算書
類の証明もしくは金融情報の分野において３年間以上の専門職経験を証明し, か
つ通貨金融法典 L. 5001 条所定の有罪判決のうちの１つの対象ともなっていな
翻
訳









② 一般報告官は, 再任可能な３年の期間につき, 調査官の権限を各人が個別に
有する｡

























③ 調査官は, 自らが調査行為を実行するすべての者に対し, その職務範囲を提
示する｡
(調書)




② 調書は, 調査の対象, 調査官の本人同一性, 行われるべき証明の種類, 日付
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③ 聴聞調書が作成される｡ 聴聞された者は, その意見を調書に記載することが
できる｡ 調書は, 利害関係人と必要な場合はその弁護人とにより, ならびに調査








② その職務を実行する前に, 上記のように選任された会計監査役は, 一般報告
官に対して, 自らが R. 8242 条Ⅱ所定の要件を満たしていることを証明する｡
③ 会計監査役は, 自己が調査行為を実行するすべての者に対して, その職務範
囲を提示する｡
④ 会計監査役は, その対象行為および聴聞が一般報告官もしくは調査官により
決定され, かつ当該調査官の監督の下で実行されるときはただちに, R. 8244 条
および R. 8245 条所定の行為および聴聞の手続をとることができる｡
⑤ 会計監査役は, R. 8243 条ないし R. 8245 条により定められた要請を遵守
する｡
⑥ 会計監査役は, 実行された行為の調書を作成する｡









R. 8247 条 Ⅰ.－① L. 8245 条第６号を適用して, 一般報告官または調査
官が１人または２人以上の鑑定人に助力を求めるときは, 鑑定の目的を定義し,
その実行の期間を定め, かつ予想される報酬相当額を見積る｡
② 選任された鑑定人は, 鑑定行為に先立って, 自らが R. 8242 条Ⅱ所定の要
件を充足していることを一般報告官に対して証明する｡




















































は, 当該会計監査役に通知される｡ 当該決定は, L. 8247 条を適用して, 当該決
定が申し立てられた機関に通知される｡
(会計監査役の辞任)
R. 8249 条 会計監査役の辞任は, その職務の遂行中に実行された事実につき,
懲戒上の訴えが提起される妨げとはならない｡
(参事会)













R. 82411条 ① 前条所定の組織において, 参事会が, 事実が制裁手続の開




な場合は電磁的方法によってすることができ, ならびに, 自己の選択により, 弁
護人に自己を補佐させることができる旨を被申立人に報知する｡
② 当該通知文書は, 当該理由に関する書面による意見を一般報告官に伝達する






R. 82412条 ① 会長は, 一般報告官の最終報告に鑑みて審議するために,
翻
訳








③ 参事会は, 出席した構成員の過半数をもって決議する｡ 参事会が責任追及す
ることを決定したときは, 参事会は, L. 8248 条を適用して, 限定された組織を
選定する｡
(理由の通知)




R. 82414条 Ⅰ.－① L. 8249 条所定の地方懲戒委員会の会長およびその委
員は, 以下の要件の下において, 司法大臣の国璽尚書により指名される：














































② 当該呼び出しは, 当該組織の構成を記載する｡ 当該呼び出しは, 被申立人に
対し, 本人または弁護人により代理された者が聴聞される可能性のあることを表










R. 82418条 Ⅰ.－権限ある組織の構成員に関する忌避の請求は, 当該権限あ
る組織を選定した決定から起算して満８日の期間内に, 一般報告官, 被申立人ま
たはその弁護人により, 申立てられる｡ 当該請求は, 不受理でない場合は, 忌避
の理由を表示し, かつ, 必要な場合は, 忌避を根拠づける性質を有する書類を伴
われなければならない｡
Ⅱ.－① 忌避の請求は, 組織の長および請求の対象となる構成員に対し, た
だちに通知される｡
② 関係のある構成員は, 当該請求に対する承認または当該請求に反対する理由
を報知する｡ 反対する場合には, 当該組織は, 出席者以外の者の当該請求に関す
る意見を述べる｡ 当該請求の申立人は, ただちに, かつ当該会合の期日にすべて
の方法により, 口頭による意見を提示しおよび自らを補佐させもしくは代理させ
る可能性を通知される｡
Ⅲ.－① 忌避の請求に対する組織の決定は, 請求の申立人, その他の利害関




② 忌避は, 忌避請求の前に, 忌避される構成員が出席した組織により採択され
た決議を問題としない｡
(組織の長)










一般報告官により, 必要な場合は R. 8247 条が定める要件の下における１人ま
たは２人以上複数の鑑定人の選任により, 補完的なすべての調査手続を行わせる
ことができる｡
② 事案を担当する一般報告官または調査官は, L. 8248 条所定の最終報告を提
示する｡ 被申立人および弁護人がある場合はその弁護人は, 防御をすることがで
きる｡ いかなる場合においても, 被申立人およびその弁護人は, 最後に発言する
ことができなければならない｡






⑤ 決定は, 構成員の多数決をもってなされる｡ 議決が同数の場合には, 組織の
長の議決が裁決権を有する｡
⑥ 会議の秘書官は, 会議の議事録を作成する｡ 当該議事録は, 組織の長および
会議の秘書官により署名される｡ 当該議事録は, 決議に参加した者に回覧される｡
(資金洗浄等に関係している疑義ある事実)
L. 8246 条 一般報告官が資金洗浄またはテロ行為の資金調達に関係してい
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(48) 	
(49) service
③ 第１項所定の構成による高等評議会は, 自らの判断により, または利害関
係人の請求により, 一時的な職務停止をいつでも終了させることができる｡
④ 一時的な職務停止は, 刑事および懲戒の訴えが消滅したときから, 法律上
当然に終了する｡
(高等評議会による組織の決定)
L. 8248 条 ① 調査終結の後で, かつ利害関係人に対する聴聞が行われた















L. 82410条 (2019年５月22日法律第2019486号第24条) 限定された組織
において裁決を行う高等評議会は, L. 8221 条Ⅰ所定の名簿に登載された会計




[参照条文] R. 8248 条 (前述 L. 8245 条の参照条文)
[参照条文] R. 82410条以下 (前述 L. 8245 条の参照条文)
法と政治 70巻 3号 (2019年 11月) 91(959)
(50) grief
(通知)


































































されるときは, 当該制裁は, さらに必要がある場合には, 第三者の蒙った損害
の大きさを考慮に入れる｡》
(制裁の決定の公示)
L. 82413条 (2019年５月22日法律第2019486号第24条)《① 高等評議会
の決定は, 同評議会のインターネット・サイト上に公示される｡ 当該決定はま




の公告をもって, 公示される｡ その費用は, 制裁を受けた者により負担さ
れる｡》























⑤ 高等評議会は, 2014年４月16日 (EU) 規則第537/2014号第30条第２号所
定の機関に対し, (2016年12月９日オルドナンス第20161691号第140Ⅲ117条)


































② 一般報告官は, 前項所定の当局の補佐の請求に対応するために, 調査に専
念することができる｡








② 一般報告官は, 前項と同一の留保と条件の下で, (2016年12月９日オルド
ナンス第20161691号第140Ⅲ118条)《本条Ⅱ第１項》所定の当局の補佐の請
求に対応するために, 自らが決定する調査行為に専念することができる｡
③ 当該報告官は, 例外的に, ヨーロッパ連合の非構成国の当局の代理人に対
し, 調査の補佐を授権することができる｡ 当該代理人は, 情報または書類の通
知を会計監査役に対して直接求めることはできない｡
(適用要件)






R. 8241 条 ① 本節所定の通知および呼出しは, 受領書と引き換えに受取人




あ と が き
現行のフランス会社法の全条文を翻訳するという本企画がスタートしたのが,
2013年４月 (『法と政治』 第64巻第１号) であった｡ 爾来, ６年半が経過した｡
この間, 論説のみが掲載される退職記念号を除き, 17回にわたって, 滞ること
なく連載を続けることができた｡
民法典の会社 (	) に関する法律・デクレ等の規定をはじめ, 商法典




おり, その結果, 旧条文になってしまった訳文が多数存在する｡ 加えて, 訳語
に今一つ工夫を加えた方がよいと思われる条文もある｡
そこで, 来年 (2020年) の半ば以降に, この７年近い間に改正された新条文
の翻訳を公表することを主な目的とし, これに従来の規定の訳に改善を加えた



















② 通知が執行吏により実行されるときは, 執行吏は, 刑事手続法典555条ない
し563条所定の方法に従って, 手続を行う｡ その報酬は, 刑事手続法典 R. 181条
ないし R. 184条に従って定められる｡
[参照条文] R. 8242 条以下 (前述 L. 8245 条の参照条文)
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